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（※については例規集登載事項）
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監査委員公表第５号

平成26年10月１日付け監査第62号の監査結果に基づき，平成27年３月20日付け鹿議第148号

で鹿児島県議会から，平成26年10月１日付け監査第63号の監査結果に基づき，平成27年３月23

日付け財第124号で鹿児島県知事から措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法（昭和

22年法律第67号）第199条第12項の規定により次のとおり公表する。

平成27年３月31日

鹿児島県監査委員 弓指博昭

同 橋口和博

同 岩﨑昌弘

同 青木 寛

文書注意事項

機 関 名 事 項 の 内 容 講 じ た 措 置 の 内 容

本庁

総務部税務課 県税の収入未済 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

額は，県全体で前 総務部長を本部長とし，各地域振興局・支

年度より減少（収 庁の総務企画部長等を本部員とする県税滞納

入歩合は増加）し 縮減特別対策本部会議で決定した徴収対策に

ているが，依然と 基づき，未収債権の解消及び発生の未然防止

して多額となって を図るための施策を実施して，収入未済額の

いる。 一層の縮減に取り組むこととした。

２ 納税意識の高揚促進

各種広報媒体を活用し，自主納付・納期内

納付の促進等を図った。

３ 滞納の未然防止

個人住民税について，滞納の未然防止を図

るため，市町村と連携して特別徴収の全県一

斉指定に向け策定した行動計画に基づき，各

種媒体による周知広報や事業所の戸別訪問を

実施するとともに，自動車税について，コン

ビニやクレジット納付等による自主納付の促

鹿 児 島 県 公 報
平成27年３月31日（火）第3097号の５

目 次

発 行 鹿 児 島 県

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10番１号

編 集 総 務 部 学 事 法 制 課

定例発行日（毎週火，金）

監 査 委 員 公 表

鹿 児 島 県 公 報 平成27年３月31日（火）第3097号の５



- 2 -

進等を図った。

４ 徴収体制の強化

個人住民税について，重点強化対策団体に

指定した特定市の滞納縮減のため，県税徴収

対策官を北地域振興局に集中配置したほか，

徴収業務においては，各地域振興局・支庁毎

に徴収率等の目標値を設定し，差押え，臨戸

等の標準作業量を定め，組織的かつ計画的な

業務の執行を図った。

５ 徴収強化対策の実施

自動車税について，自動車税納税お知らせ

センターによる電話での納税案内や，県下一

斉給与差押え徴収強化期間として，給与等の

差押えを実施したほか，タイヤロック装置等

を用いた自動車の差押えなどの取組を実施し

た。

６ 高額滞納者等への対応

県税の高額・徴収困難な事案に対して，鹿

児島地域振興局の県税徴収対策官による捜索

等の厳正な滞納処分を実施した。

保健福祉部社会 生活保護費返還 １ 文書による関係機関への未収債権対策の周

福祉課 金の収入未済額は， 知徹底

県全体で前年度よ 「生活保護費返還金に係る収入未済額の解

り増加（収入歩合 消について」（平成26年４月９日付け保健福

は減少）し，多額 祉部長通知）及び「平成26年度定期監査の結

となっている。 果に関する報告における改善等の措置につい

保健福祉部子ど 母子寡婦福祉資 て」（平成26年11月13日付け子ども福祉課長

も福祉課 金貸付金償還金の 通知）

収入未済額は，県 ２ 未収債権の解消

全体で前年度より 「未収債権回収ローラー作戦」を平成26年

減少（収入歩合は 10月から平成27年２月まで実施し，本庁・出

減少）しているが， 先機関の職員により組織的・集中的に債務者

依然として多額と 宅を訪問し償還指導等を行い，未収債権の解

なっている。 消に努めた。

また，児童福祉

費負担金の収入未

済額は，県全体で

前年度より増加

（収入歩合は減少）

し，多額となって

いる。

保健福祉部介護 平成24年度に支 １ 再発防止の対策

福祉課 払うべき報償費を 事務処理に係るチェック体制を整えるなど

平成25年度に支払 の改善等を講じた。

っているものがあ ２ 会計事務研修及び会計検査の充実

る。 検討改善を求められた事項については，会

商工労働水産部 報償費の支払い 計事務研修会や会計検査を通じ，重点的に指

水産振興課 が７か月遅延して 導することとした。

いるものがある。 ３ 自主検査の強化推進

土木部港湾空港 不動産鑑定料の 自主検査の強化及び所属相互間の自主検査
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課 不足払いがある。 の積極的な推進を図ることとした。

また，要望があった所属に対しては，出納

局会計課職員が立ち会い，所属相互間の自主

検査を実施している。

保健福祉部健康 原爆被爆者家族 １ 再発防止の対策

増進課 介護手当に係る返 返納が必要な状況が発生した場合には，そ

納分の調定が８か の都度，他の係員や担当係長に報告して情報

月遅延しているも の共有化を図り，係内の業務の進行管理の徹

のがある。 底により遅滞なく調定処理を行うこととした。

行政財産の使用 １ 再発防止の対策

許可に係る使用料 使用許可申請時に設置場所及び使用面積の

の算定に誤りがあ 確認の徹底を図ることとした。

り，徴収不足にな

っているものや過

徴収しているもの

がある。

保健福祉部障害 障害者福祉サー １ 債権回収対策

福祉課 ビス指定事業者取 補助金返還請求訴訟については県勝訴が確

消しに伴う障害者 定したことから，県顧問弁護士に相談の上，

自立支援基盤整備 債権回収に努めることとした。

事業補助金返還金

の収入未済額は，

前年度と同額であ

り，依然として多

額となっている。

保健福祉部子ど 平成23年度及び １ 再発防止の対策

も福祉課 平成24年度に支払 児童福祉施設を対象に措置費制度説明会を

うべき児童保護措 開催するとともに，支払事務処理については

置費（降灰除去費） 月別，請求項目のチェックリストを作成する

を平成25年度に支 など，係内の確認体制を強化し，再発防止の

払っているものが 改善策を講じた。

ある。

商工労働水産部 行政代執行に係 １ 債権回収対策

商工政策課 る弁償金の収入未 法務局において法人登記調査を行い，法人

済額は，前年度と の存在を確認するとともに，金融機関及び生

同額であり，依然 命保険会社に対する債務者に係る財産調査を

として多額となっ 行った。

ている。 また，債務者である法人の社長と面談を行

い，債務についての確認を行うとともに，弁

償金の納入について督促を行った。

商工労働水産部 中小企業支援資 １ 債権管理体制の整備

経営金融課 金貸付金償還金の 債権管理マニュアルに基づき，債権を「正

収入未済額は，前 常債権Ａ」から「回収不能債権Ｆ」までの６

年度より減少（収 区分に分類し，これに対応した具体的な債権

入歩合は減少）し 管理の方針を定めて債権の管理，回収に努め

ているが，依然と ることとした。

して多額となって ２ 具体的な未収債権対策

いる。 主債務者等に対する徹底した償還督促や法

的措置等を実施した。

商工労働水産部 交通事故により， １ 安全運転管理者等研修の実施
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産業立地課 公用車等に損害が 各所属の安全運転管理者及び担当職員を対

発生している。 象に「安全運転管理者等研修会」を開催し，

公用車の安全運転確保及び交通事故防止の徹

底を図ることとした。

２ 交通法令講習会等への参加の徹底

公用車を運転する職員の安全運転及び交通

法令講習会の受講の徹底に努めることとした。

３ 各種会議等における交通事故防止の周知徹

底

主管課長会議など各種会議の機会を通じ交

通事故防止の周知徹底に努めることとした。

４ 文書による職員への交通事故防止の周知徹

底

「交通法令の遵守等について」（平成26年

12月１日付け副知事依命通達）及び「公用車

による交通事故等の防止について」（平成27

年２月27日付け管財課長通知）

商工労働水産部 ふるさと雇用再 １ 債権回収対策

雇用労政課 生特別基金事業業 債務者が服役中であり，履行請求できない

務委託に係る返還 状況であるため，連帯保証人に対し保証債務

金等の収入未済額 の履行督促を行った。

は，前年度と同額 これまでも事業実施期間中の検査や完了検

であり，依然とし 査を実施し，事業者への指導や事業内容の確

て多額となってい 認を行ってきたところであるが，今後とも市

る。 町村等と連携し，さらに事業実施状況の確認

検査と指導の徹底を図り，再発防止に取り組

むこととした。

農政部農業経済 農業改良資金貸 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

課 付金償還金の収入 借受者が資金導入に際して策定した経営改

未済額は，前年度 善計画が達成できるよう，県地域振興局・支

より減少（収入歩 庁及び農協が連携して経営指導を行い，延滞

合は減少）してい 発生の未然防止に努めることとした。また，

るが，依然として 新規延滞者には，文書督促や電話督励を行い

多額となっている。 早期延滞解消に努めたほか，前年度入金がな

かった者や回収困難者についてはより着実な

回収を図るため，重点的に本人及び連帯保証

人との面談調査を実施するとともに資産調査

等も行うなど延滞解消に努めた。

土木部港湾空港 港湾使用料の収 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

課 入未済額は，県全 関係機関に対し，未収債権対策の徹底に係

体で前年度より増 る文書を発出し，定期的な電話，文書又は訪

加（収入歩合は減 問による催告等さらなる未収債権対策への取

少）し，多額とな 組に努めた。

っている。

土木部建築課 県営住宅使用料 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

の収入未済額は， ・現年度・過年度それぞれに「目標徴収率」

県全体で前年度よ を設定し，目標達成に努めるとともに，毎月，

り減少（収入歩合 所属別徴収実績を地域振興局等に通知するこ

は増加）している とにより，徴収状況の進行管理の徹底を図っ

が，依然として多 た。
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額となっている。 ・通常の督促に加えて，８月，12月，年度末

（出納閉鎖期間を含む。）を滞納整理強化月

間と位置づけ，集中的に夜間督促を実施した。

・連帯保証人に対する入居時の説明を徹底す

るとともに，３か月以上の滞納者からの納付

が見込まれないと判断される場合には，連帯

保証人に対し，債務保証の履行請求を行うこ

ととした。

・退去滞納者については，現状を把握の上，

債権分類を行い，適正な債権管理に努めると

ともに，分類に応じた督促等を行うこととし

た。

２ 文書による関係機関への通知

「平成26年度県営住宅使用料に係る収入未

済額の解消について」（平成26年11月17日付

け住宅政策室長通知）

地域振興局・支庁

鹿児島地域振興 県税の収入未済 １ 県税滞納縮減特別対策本部会議の開催

局総務企画部 額は，前年度より 総務部長を本部長，各地域振興局及び支庁

減少（収入歩合は の総務企画部長等を本部員とする県税滞納縮

増加）しているが， 減特別対策本部会議を開催し，各地域振興局

依然として多額と 等における前年度の滞納整理実施状況に対す

なっている。 る意見交換や本年度における滞納縮減特別対

南地域振興局 県税の収入未済 策の方針や実施方法などを決定し，県下一斉

総務企画部 額は，前年度より 給与差押え徴収強化期間による給与等の計画

減少（収入歩合は 的な差押えなど，滞納縮減特別対策を着実に

増加）しているが， 実施した。

依然として多額と ２ 個人住民税徴収対策連絡会議の開催等

なっている。 管内各市町村に対し，県税収入未済額の増

北地域振興局 県税の収入未済 加等厳しい現状を説明するとともに，滞納縮

総務企画部 額は，前年度より 減対策等について協議し，徴収確保の要請を

減少（収入歩合は 行った。

増加）しているが， また，市町村と共同で事業所訪問等による

依然として多額と 特別徴収実施の協力要請を行い，個人住民税

なっている。 の徴収率の向上を図ることとした。

姶良・伊佐地域 県税の収入未済 ３ 業務執行体制の強化

振興局総務企画 額は，前年度より 事務処理マニュアル等の活用により，適正

部 減少（収入歩合は かつ効率的な事務処理を図るとともに，県税

増加）しているが， 事務執行状況調査の実施による，業務に係る

依然として多額と 専門的調査や業務改善に向けた指導助言を充

なっている。 実し，業務執行体制の強化に努めた。

大隅地域振興局 県税の収入未済 ４ 共同文書催告の実施

総務企画部 額は，前年度より 市町村と連名で文書による納税催告を実施

減少（収入歩合は した。

増加）しているが， ５ 滞納処分の強化

依然として多額と 徹底した財産調査及び勤務先調査に基づき，

なっている。 給与差押え等滞納処分の強化を図った。

熊毛支庁総務企 県税の収入未済 ６ 徴税吏員の資質向上

画部 額は，前年度より 徴税吏員が行うべき財産調査，滞納処分の

減少（収入歩合は 手法等について，具体的かつ実効性のある滞
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減少）しているが， 納整理が行えるよう情報提供を行うとともに，

依然として多額と 研修の実施など徴収担当の徴税吏員の資質向

なっている。 上に努めた。

大島支庁総務企 県税の収入未済

画部 額は，前年度より

減少（収入歩合は

増加）しているが，

依然として多額と

なっている。

鹿児島地域振興 赴任旅費の支給 １ 再発防止の対策

局保健福祉環境 遅延がある。 赴任旅費対象者の旅費支給状況等の確認を

部 徹底し支給遅延の再発防止に努めるとともに，

赴任旅費対象者に対し添付書類の紛失防止の

注意喚起を行った。

また，旅行命令に不慣れな職員に対しては，

入力の補助や総務事務センターへ経路入力依

頼を活用するなどの助言を行い迅速な事務処

理に努めることとした。

鹿児島地域振興 最低制限価格の １ 再発防止対策の周知徹底

局農林水産部 算定誤りにより， 「入札事務誤りの再発防止対策について」

入札手続を無効と （平成23年３月18日付け環境林務部長，農政

しているものがあ 部長連名通知）及び「入札事務誤りの再発防

る。 止について」（平成25年８月５日付け環境林

務部総括工事監査監通知）による周知徹底と

ともに，過去の入札事務誤り事例の情報を共

有し類似の誤り防止を図った。

また，予定価格調書の入札開封時に，最低

制限価格等の確認を行った後に落札業者を決

定することとし，最低制限価格等予定価格調

書の確認については，調書に適用年月日の表

示を明確にするなど，適用時期，内容等に誤

りがないか複数人で確認することとした。

２ 担当職員研修の実施

各地域振興局・支庁林務水産課長に対して，

入札事務の誤りを防止する研修会を実施した。

鹿児島地域振興 公用車の物品事 １ 安全運転管理者等研修の実施

局農林水産部 故により，損害が 各所属の安全運転管理者及び担当職員を対

発生している。 象に「安全運転管理者等研修会」を開催し，

北地域振興局 交通事故が複数 公用車の安全運転確保及び交通事故防止の徹

建設部 あり，公用車等に 底を図ることとした。

相当の損害が発生 ２ 交通法令講習会等への参加の徹底

している。 公用車を運転する職員の安全運転及び交通

法令講習会の受講の徹底に努めることとした。

３ 各種会議等における交通事故防止の周知徹

底

主管課長会議など各種会議の機会を通じ交

通事故防止の周知徹底に努めることとした。

４ 文書による職員への交通事故防止の周知徹

底

「交通法令の遵守等について」（平成26年
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12月１日付け副知事依命通達）及び「公用車

による交通事故等の防止について」（平成27

年２月27日付け管財課長通知）

鹿児島地域振興 パソコンの物品 １ 再発防止の対策

局建設部 事故により，損害 物品の適正管理について，細心の注意を払

が発生している。 うよう，課内の職員全員に周知を行うととも

に，職場研修等で注意を喚起した。

南地域振興局 母子寡婦福祉資 １ 文書による関係機関への未収債権対策の周

保健福祉環境部 金貸付金償還金の 知徹底

収入未済額は，前 「生活保護費返還金に係る収入未済額の解

年度より減少（収 消について」（平成26年４月９日付け保健福

入歩合は減少）し 祉部長通知）及び「平成26年度定期監査の結

ているが，依然と 果に関する報告における改善等の措置につい

して多額となって て」（平成26年11月13日付け子ども福祉課長

いる。 通知）

姶良・伊佐地域 生活保護費返還 ２ 未収債権の解消

振興局保健福祉 金の収入未済額は， 「未収債権回収ローラー作戦」を平成26年

環境部 前年度より減少 10月から平成27年２月まで実施し，本庁・出

（収入歩合は減少） 先機関の職員により組織的・集中的に債務者

しているが，依然 宅を訪問し，償還指導等を行い，未収債権の

として多額となっ 解消に努めた。

ている。 早期の納入指導を実施するとともに，借受

また，児童福祉 人による償還が困難な場合等は連帯保証人等

費負担金の収入未 への償還指導を強化した。

済額は，前年度よ ３ 各種会議等における未収債権対策の強化

り増加（収入歩合 各種会議等で未収債権の周知を行うととも

は増加）し，多額 に，未収債権発生防止に努めるよう説明を行

となっている。 った。

大隅地域振興局 母子寡婦福祉資

保健福祉環境部 金貸付金償還金の

収入未済額は，前

年度より減少（収

入歩合は減少）し

ているが，依然と

して多額となって

いる。

また，生活保護

費返還金の収入未

済額は，前年度よ

り増加（収入歩合

は減少）し，多額

となっている。

大島支庁保健福 母子寡婦福祉資

祉環境部 金貸付金償還金の

収入未済額は，前

年度より減少（収

入歩合は減少）し

ているが，依然と

して多額となって

いる。



- 8 -

鹿 児 島 県 公 報 平成27年３月31日（火）第3097号の５

大島支庁徳之島 生活保護費返還

事務所 金の収入未済額は，

前年度より増加

（収入歩合は減少）

し，多額となって

いる。

北地域振興局 平成24年度の職 １ 再発防止の対策

建設部 員手当の不足払い 未払い分について関係課と協議し，速やか

がある。 に追給処理を行うとともに，各担当による旅

行命令申請時の確認，担当係長による旅行命

令申請時における用地交渉手当との整合性の

確認の徹底及び決裁者による確認などの複数

チェックを徹底し，手当等の支給漏れの未然

防止に努めることとした。

２ 文書による関係機関への通知

「事務の適正執行について」（平成26年10

月27日付け監理課長通知）

大隅地域振興局 受領した生活保 １ 再発防止の対策

保健福祉環境部 護費返還金の県へ 出納員と徴収担当者間の事務処理の連携を

の収納処理が１か 徹底するため関係書類の照合確認を行うとと

月遅延しているも もに，出納員は金庫内の確認を毎日行うこと

のがある。 とした。

また，現金収納については，原則として徴

収日が休日前になることを避け，また，速や

かに収納処理ができるよう徴収時間を調整す

るなど，処理を失念したり遅延が起こらない

よう対策を講じた。

大島支庁建設部 河川使用料（海 １ 再発防止の対策

砂採取料）の調定 調定漏れを防止するため，各種許認可台帳

が１年４か月遅延 の収納消し込み状況を各担当者相互に確認す

しているものがあ ることとし，これまで申請者に対して別々に

る。 交付していた許可書と納付書を同時に交付す

ることとした。

瀬戸内事務所 児童福祉費負担 １ 再発防止の対策

金に算定の誤りが 平成22年度税制改正における扶養控除見直

あり，過徴収して しの対象となる16～18歳の扶養人数を費用徴

いるものがある。 収額決定伺い（起案）の特記事項欄に明記し，

算定漏れがないよう確認を徹底することした

ほか，事務処理に係るチェック体制を整える

などの改善等を講じた。

２ 文書による関係機関への周知徹底

「平成26年度定期監査の結果に関する報告

における改善等の措置について」（平成26年

11月13日付け子ども福祉課長通知）

工業用水道部

工業用水課 職員手当の不足 １ 再発防止の対策

払いがある。 追給処理を行うとともに，給与報告事務に

おいては，超過勤務命令簿の実績時間との入

念な照合及び四半期毎に実施する自主検査で

各種手当の支給状況を重点項目とするなど，
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再発防止に係る注意喚起及びチェック体制の

強化を図った。

県立病院局

姶良病院 工事に伴う契約 １ 再発防止の対策

保証金について， 現金で納付された契約保証金については，

預り金としての会 預かり金として会計処理を行い，納付の翌営

計処理がなされて 業日までに出納取扱金融機関の預金口座に収

いないものがある。 納することとした。

また，事務処理に係るチェック体制を整え

るとともに，自主検査の強化を図るなどの改

善策を講じた。

給食材料費の過 １ 再発防止対策

払いがある。 事務処理に係るチェック体制を整えるとと

もに，自主検査の強化を図るなどの改善策を

講じた。

南病院 赴任旅費の不足 １ 再発防止対策

払いがある。 事務処理に係るチェック体制を整えるとと

もに，自主検査の強化を図るなどの改善策を

講じた。

議会

議会事務局 公用車の物品事 １ 再発防止策の周知徹底

故により，損害が 事故発生の翌日直ちに，関係職員に対して，

発生している。 大型車両による出張の際は，連携・協力して

駐車場への誘導を徹底するなど注意喚起を行

った。

２ 職場研修会における交通事故防止の周知徹

底

平成25年12月27日及び平成26年４月７日に

開催した職場研修会において，職員の交通事

故防止について周知徹底した。

３ 文書による職員への交通事故防止の周知徹

底

「服務規律の厳正確保，事務の改善等につ

いて」（平成26年４月４日付け総務部長通

知），「交通法令の遵守等について」（平成

26年12月１日付け副知事依命通達）及び「公

用車による交通事故等の防止について」（平

成27年２月27日付け管財課長通知）を職員回

覧し，交通事故防止の周知徹底を図った。

４ 安全運転管理者等研修への参加

安全運転管理者が「安全運転管理者等研修

会」（平成26年７月３日出納局管財課主催）

や「安全運転管理者等講習会」（平成26年８

月26日公安委員会主催）に出席したほか，運

転技師を「交通安全法令講習会」（平成27年

３月４日出納局管財課主催）に出席させ公用

車の安全運転確保及び交通事故防止の徹底を

図ることとした。
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鹿児島県立病院事業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成27年３月31日

鹿児島県県立病院事業管理者 福元俊孝

鹿児島県県立病院局企業管理規程第５号

鹿児島県立病院事業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

鹿児島県立病院事業職員の給与に関する規程（平成18年鹿児島県県立病院局企業管理規程第

12号）の一部を次のように改正する。

第８条中「35年」を「31年」に，「55,000円」を「177,900円」に，「52,500円」を

「157,800円」に改める。

別表第１の２を次のように改める。

県立病院局企業管理規程
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別表第１の２（第３条関係）

医療職給料表（四）

職 務
１級 ２級 ３級

の 級

号 給 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円

1 155,600 182,900 231,400

2 157,000 185,000 233,200

3 158,500 187,100 235,000

4 159,900 189,200 236,800

5 161,300 191,300 238,200

6 162,800 193,600 239,600

7 164,300 195,900 240,800

8 165,800 198,200 242,100

9 167,100 200,600 243,300

10 168,800 202,000 244,400

11 170,400 203,400 245,400

12 172,000 204,800 246,500

13 173,500 206,200 247,800

14 175,500 207,700 248,900

15 177,500 209,200 249,900

16 179,500 210,500 250,900

17 181,700 211,900 251,900

18 183,800 213,400 252,900

19 185,900 214,900 254,000

20 188,000 216,400 255,000

21 190,100 217,800 256,000

22 192,300 219,500 257,000

23 194,500 221,200 258,100

24 196,700 222,900 259,200

25 198,800 224,300 260,400

26 200,100 226,000 261,900

27 201,400 227,700 263,200

28 202,700 229,400 264,600

29 203,900 231,000 266,000

30 205,100 232,400 267,600

31 206,400 233,700 269,200

32 207,600 234,900 270,700

33 208,900 236,300 272,300

34 210,200 237,400 273,800

35 211,500 238,400 275,200

36 212,800 239,600 276,600
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37 214,200 240,800 278,200

38 215,600 241,900 279,600

39 217,000 242,900 281,100

40 218,400 244,000 282,500

41 219,500 244,900 284,100

42 220,900 245,900 285,700

43 222,300 246,900 287,200

44 223,700 247,900 288,800

45 224,900 248,900 290,200

46 226,300 249,900 291,600

47 227,600 251,000 293,100

48 228,900 252,100 294,600

49 230,000 253,100 295,900

50 231,100 254,500 297,200

51 232,300 255,700 298,600

52 233,400 257,000 300,000

53 234,600 258,300 301,500

54 235,700 259,900 302,800

55 236,800 261,400 304,200

56 237,800 262,900 305,600

57 238,900 264,500 306,700

58 240,000 266,100 307,900

59 240,900 267,600 309,200

60 241,900 269,200 310,600

61 243,000 270,600 311,700

62 244,000 272,100 313,000

63 245,000 273,600 314,300

64 246,100 275,000 315,500

65 247,000 276,600 316,800

66 248,200 278,100 318,100

67 249,400 279,600 319,400

68 250,400 281,100 320,700

69 251,300 282,300 321,400

70 252,500 283,800 322,500

71 253,800 285,300 323,600

72 255,000 286,700 324,500

73 256,400 287,900 325,800

74 257,700 289,300 326,500

75 259,000 290,700 327,600

76 260,300 292,000 328,800
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77 261,300 293,500 329,900

78 262,400 294,800 331,100

79 263,700 296,000 332,200

80 265,000 297,300 333,400

81 266,100 298,100 334,500

82 267,100 299,300 335,600

83 268,200 300,500 336,600

84 269,300 301,700 337,700

85 270,200 302,800 338,600

86 271,100 304,000 339,600

87 272,200 305,200 340,500

88 273,300 306,300 341,500

89 274,300 307,600 342,500

90 275,200 308,800 343,300

91 276,200 310,000 344,100

92 277,200 311,200 344,900

93 278,200 312,000 345,500

94 279,200 312,700 346,100

95 280,100 313,400 346,800

96 281,100 314,000 347,400

97 282,000 314,700 347,800

98 282,800 315,000 348,200

99 283,500 315,600 348,700

100 284,400 316,300 349,100

101 285,200 316,700 349,600

102 286,000 317,300 350,000

103 286,800 317,900 350,500

104 287,600 318,500 350,900

105 288,300 318,900 351,200

106 288,800 319,400 351,700

107 289,300 319,900 352,100

108 289,800 320,400 352,400

109 290,000 320,800 352,900

110 290,300 321,200 353,400

111 290,500 321,500 353,900

112 290,900 321,800 344,400

113 291,200 322,200 354,900

114 291,400 322,600 355,400

115 291,800 323,000 355,900

116 292,100 323,300 356,300
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117 292,400 323,500 356,700

118 292,700 323,800 357,100

119 293,000 324,200 357,600

120 293,400 324,400 358,100

121 293,700 324,600 358,500

122 294,100 324,900 359,000

123 294,400 325,200 359,500

124 294,800 325,500 360,000

125 295,000 325,700 360,300

126 295,200 326,000

127 295,500 326,400

128 295,900 326,600

129 296,100 326,700

130 296,400 327,000

131 296,800 327,400

132 297,200 327,600

133 297,400 327,900

134 297,700 328,300

135 298,100 328,700

136 298,400 329,100

137 298,600 329,400

138 298,900 329,800

139 299,300 330,200

140 299,600 330,600

141 299,800 330,900

142 300,200 331,300

143 300,600 331,600

144 300,900 332,000

145 301,000 332,300

146 301,300 332,700

147 301,600 333,100

148 302,000 333,500

149 302,200 333,800

150 302,400 334,200

151 302,700 334,600

152 303,000 335,000

153 303,400 335,300

154 303,600

155 303,800

156 304,100
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157 304,400

158 304,700

159 305,000

160 305,300

161 305,700

162 306,000

163 306,300

164 306,600

165 307,000

166 307,300

167 307,600

168 307,900

169 308,300
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別表第７イの表を次のように改める。

イ 部長級

組 織 の 区 分 職

県民健康プラザ鹿屋医療センター 院長

県立大島病院 院長

県立南病院 院長

別表第７ウの表県民健康プラザ鹿屋医療センターの項中

「
院長 「

を 副院長 に
総看護師長 」

」

「
改め，同表県立大島病院の項中 院長 を削る。

」

別表第７エの表県民健康プラザ鹿屋医療センターの項中

「
「 事務長

事務長
を 薬局長 に

臨床検査技師長
」 総看護師長

」

「
改め，同表県立大島病院の項中 薬局長 を削り，

」

「
「 総看護師長

総看護師長 を に
」 診療放射線技師長

」

「
改め，同表県立南病院の項中 事務長 を

」

「
「 総看護師長

副院長
に， 内科部長

事務長
」 人工透析内科部長

」

「
総看護師長

を に改め，同表県立北病院の項中
放射線科部長

」

「 「
総看護師長 薬局長

を に
診療放射線技師長 総看護師長

」 」

改める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は，平成27年４月１日から施行する。

（施行の日前の異動者の号給の調整）

２ この規程の施行の日（以下「施行日」という。）前に職務の級を異にして異動した職員及

び管理者が定めるこれに準ずる職員の施行日における号給については，その者が施行日にお

いて職務の級を異にする異動をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度におい

て，管理者が定めるところにより，必要な調整を行うことができる。

（給料の切替えに伴う経過措置）

３ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で，その者の受ける給料月額

が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるもの（管理者が定める職員を除

く。）には，平成30年３月31日までの間，給料月額のほか，その差額に相当する額を給料と

して支給する。

４ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（前項に規定する職員を除く。）に

ついて，同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは，
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当該職員には，管理者が定めるところにより，同項の規定に準じて，給料を支給する。

５ 施行日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について，任用の事情等を考

慮して前２項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは，

当該職員には，管理者が定めるところにより，前２項の規定に準じて，給料を支給する。


